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研究成果の概要（和文）：　昨今の過疎農山村研究では限界集落論の影響が強く、地域の消滅が過度に強調される。し
かし、そればかりでは過疎は語れない。本研究では地域調査の方法で、過疎農山村（広島県中国山地）住民の定住経歴
、定住意識、生活構造等にアプローチした。今回の調査によって、過疎農山村地域にも一定の人口還流はあり、地域住
民の定住意識は強く、地域の暮らしを支える、一定の生活基盤は崩れさってはいない事が指摘された。

研究成果の概要（英文）： The aim of my research is to grasp the actual conditions of Genkai Syuraku 
(marginal hamlets) in Japan. Using data from the questionnaire survey and interviews with the elderly 
people, we examine marginal hamlets theory in a paradigmatic rural mountainous area of population 
decline-the Chugoku Mountains village, Hiroshima prefecture.
 We find that contrary to the expectation of community disorganization implied by marginal hamlets 
theory, rural community life structure is still alive. We also find a pervasive pattern of inflow of 
population to rural mountainous area. Our findings have implications for accumulating analyses of the 
present state of depopulated rural areas in Japan because, to some extent, an influx of rural population 
to the cities of Japan may be followed by compensation of migratory current by countercurrent.
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１．研究開始当初の背景 
 現代の日本社会においては過疎農山村地
域における限界集落化が重大な社会問題に
なってきたと言われる。確かに過疎農山村地
域が非常に厳しい地域問題を抱えているの
は事実である。 
 しかし他方で、限界集落論の視点からは見
えてこない過疎農山村地域の現実もある。こ
のような認識を背景にして、地域の実態によ
り即した地域分析が今日求められている。 
 
２．研究の目的 
 昨今の過疎農山村研究では、限界集落（あ
るいは限界自治体）論の影響力が強く、地域
の消滅が過度に強調される。しかし、それば
かりでは過疎は語れない。過疎は国（『過疎
白書』）や過疎自治体（自治体による人口予
測など）が、かつて（1990 代年に）予測した
ほどには進んでいない。しかし、このことを
指摘した過疎研究は皆無である。 
 
 我々は地方や農山村が一方的に滅びるの
みとは思わない。過疎農山村にも人口Ｕター
ンをはじめ地域への人口流入は少なからず
あるし、地域の土着的人口供給構造もそれな
りに生きている。過疎農山村地域は超高齢化
社会だが、高齢者の生活をささえる種々の仕
組みも滅び去ってはいない。農山村に暮らす
高齢者の多くは、生きがいをもって暮らして
いる。また、農業・農村の機能は、きちんと
再評価・再検討しなければならない現代の重
要問題となっている。 
 
 以上、このようなことを検討するが、研究
の目的である。 
 
３．研究の方法 
 本研究は上記（2.）のような過疎農山村の
現状を、①過疎農山村地域への人口供給や人
口定住の構造に焦点をあわせて、②地域調査
の方法を用いて実証的に研究する。 
 
 具体的には、過疎の進んだ中国地方の山
村集落（当該地区には無医地区も含む）数
地区を選んで、下記の三つの調査が行われ
た。 
 
 ①調査票による大量調査 
 ②集落での世帯単位での聞き取り生活 
  構造調査 
 ③定住経歴の生活史・生活構造調査 
 
 調査の実施は 2011 年から 2012 年にかけて
であるが、追加・補充の調査を含めると、研
究の全期間（2011年度〜2014 年度）、調査は
継続された。 
  
 加えて、過疎の現段階を規定するために、
九州・中国地方の過疎農山村地域を対象に、
主に国勢調査を使って地域人口の基礎分析

を行った。 
 
４．研究成果 
 調査の焦点は、下記の３点である。 
 
 ①人口Ｕターンなどの定住経歴、 
 ②過疎地域住民（特に高齢者）の生活構造     
  と生きがい 
 ③過疎地域における通院の現状と交通行 
  動 
  
 これらの３つの問題について、以下のよう
な知見を得た。 
 
 ①人口Ｕターンについては、以前実施した
調査との比較も含めて分析したが、今回調査
でも従来同様、少なからぬ人口還流を確認で
きた。 
 
 ②高齢者の生活構造と生きがいについて
は、高齢者の生きがいは決して低くない。ま
た、定住意欲も強く、地域が住みよいと言う
者が多い。 
 高齢者の生きがいを支える、地域参加の仕
組み、農業の意義、電話の利用、家族との関
係などについても、一定の意味ある知見を得
た。 
 
 ③さらに、通院行動には、地域住民の自助
力、互助力は一定程度、有効に発揮されてお
り、「過疎地域＝交通不便」の図式は、今後、
再考の余地があるように思われる。 
 
 さらには、過疎地域の人口統計（主に国勢
調査）分析から、下記の知見も得た。 
 
 ④「平成の大合併」がかなり進行した 2005
年以降、過疎の再加速化が非常に著しい。し
かも、過疎の内実に大きな変化が見られた。 
 
 ⑤すなわち、従来の過疎は、65 歳未満の非 
高齢者人口の減少がみられたが、一方、65 歳 
以上の高齢者人口は増大していた。 
 これに対して、2005 年頃から以降、過疎の
非常に進んだ自治体では、高齢人口も含めて、
全年齢層での総体的な人口減少が、見られる
ようになった。この趨勢は 2010 年以降、さ
らに広がりつつある。本研究では、このよう
な過疎を「高齢者減少型過疎」と名づけてい
る。この問題は非常に重要である。 
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